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回次
2020年度
第３四半期

連結累計期間

2021年度
第３四半期

連結累計期間
2020年度

会計期間
自2020年４月１日
至2020年12月31日

自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 百万円 952,783 1,416,131 1,455,476

経常損益 百万円 △92,880 61,080 △105,203

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損益
百万円 △243,968 44,737 △312,317

四半期包括利益又は包括利益 百万円 △233,166 49,959 △259,691

純資産額 百万円 552,316 574,651 525,251

総資産額 百万円 1,790,512 1,862,292 1,856,279

１株当たり四半期（当期）

純損益金額
円 △163.92 30.07 △209.88

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
円 － 30.06 －

自己資本比率 ％ 29.98 29.68 27.36

回次
2020年度
第３四半期

連結会計期間

2021年度
第３四半期

連結会計期間

会計期間
自2020年10月１日
至2020年12月31日

自2021年10月１日
至2021年12月31日

１株当たり四半期純損益金額 円 △22.90 15.50

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「１株当たり四半期（当期）純損益金額」の算定上、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を期中平均株

式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３．前第３四半期連結累計期間及び2020年度の「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、パジェロ製造株式会社は、第２四半期連結会計期間において予定どおり生産を停止しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な

変更があった事項は、次のとおりであります。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　事

業の状況　２　事業等のリスク」の項目番号に対応したものであります。

（１）市場及び事業に係るリスク（オペレーショナルリスク）

⑤　訴訟等の影響

当社は、2010年２月20日、当社のエジプトにおける旧販売会社であるMASRIA Co., Ltd（以下「原告」）から、

当社による同社との販売店契約の解約について、９億米ドルの損害賠償請求を含む訴訟（以下「本訴訟」）を提

起されておりました。本訴訟につき、2010年10月26日に第一審裁判所、2012年７月３日に控訴審裁判所におい

て、それぞれ、本訴訟の裁判管轄がエジプトの裁判所にはないことを理由として原告の訴えを却下する旨の判決

がありました。原告がこれに対し、2012年７月21日付でエジプト最高裁判所に上告し、本訴訟は上告審に係属し

ておりました。

これについて、2021年11月15日付にて上告審が原告の請求を却下する旨の判決があり、2022年1月23日にその

判決文を受領しました。

この結果、前事業年度の有価証券報告書に記載した「⑤　訴訟等の影響」より、本訴訟に関するリスクについ

ては消滅しております。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

　当第３四半期から、新型コロナウイルス感染症拡大による行動制限は各地域で徐々に緩和されてきました。

一方で、半導体不足に起因する生産制約が続いており、当社の販売にも影響を及ぼしています。こういった経

営環境のもと、販売の質改善を推進し為替の追い風と合わせ、当社収益は前年同期比で大幅に改善しておりま

す。

　当社グループの売上高は14,161億円（前年同期比+4,633億円、同+49％）、営業利益は、卸売の増加、値引き

抑制効果や、コスト改善効果により、559億円（前年同期は営業損失867億円）となりました。さらに、経常利

益は611億円（前年同期は経常損失929億円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は447億円（前年同期は親会

社株主に帰属する四半期純損失2,440億円）となりました。

　また、当第３四半期連結累計期間におけるグローバル販売台数は687千台となりました。主な地域別の販売状

況は次のとおりです。

・　アセアン　　　　　　　　：　179千台（前年同期比 +47千台）

・　豪州・ニュージーランド　：　 65千台（　 同上 　 +16千台）

・　日本　　　　　　　　　　：　 49千台（　 同上　  +６千台）

・　中国他　　　　　　　　　：　 65千台（　 同上　 △16千台）

・　北米　　　　　　　　　　：　116千台（ 　同上　  +41千台）

・　欧州　　　　　　　　　　：　102千台（ 　同上　 △９千台）

・　中南米、中東、アフリカ他：　111千台（　 同上　  +33千台）
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　主な地域の販売状況は以下のとおりです。

　まず、アセアンですが、移動制限は段階的に緩和され、各国の経済活動は、穏やかに回復しております。こ

ういった事業環境のなか販売台数は前年同期比で増加しました。特に、インドネシアは、2021年12月末までに

延長された奢侈税減免施策の下支えもあり、引き続き全体需要は回復基調となりました。加えて、各社新型車

を投入した事、GIIASモーターショウが開催されたことなどを追い風に、消費者の購買意欲が刺激され、市場は

大きな盛り上がりを見せております。当社は、11月に市場投入した新型『エクスパンダー』が大変好評な事に

加え、資源価格や消費財輸送需要が堅調な事により、商用モデルの販売も堅調に推移しました。これらによ

り、厳しい供給制約のある中で、当社販売シェアは３位となりました。

　アセアン同様のコア地域である豪州・ニュージーランドは、一部大都市圏においてロックダウンが散発的に

実施されたものの、自動車販売活動への影響は軽微にとどまり、自動車市場は引き続き堅調に推移しました。

当社も、着実に販売を積み上げ、前年同期比で増加しました。

　北米では、新車需要は堅調ですが、サプライチェーンの混乱による車両供給不足により、販売台数が伸び悩

んでいます。当社は昨年４月より販売を本格化した新型『アウトランダー』が、好調に推移し前年同期比で大

幅な販売増となりました。そのほかのモデルでも値引きを抑制し採算改善を進めています。

　日本国内の自動車総需要は、半導体影響による車両供給不足や新型コロナウイルス感染症再拡大の影響によ

り回復が遅れています。そういった環境下において、12月16日に大きな期待をもって販売を開始した、新型

『アウトランダー』PHEVモデルが好調に走り出しました。アウトランダー効果は、その他のモデルへ相乗効果

をもたらし、当第３四半期も堅調な販売となりました。一方で、軽自動車セグメントは、半導体影響による車

両供給不足や、12月以降の『eKスペース』『eKクロススペース』の生産・出荷停止により、販売減となりまし

た。

② セグメントごとの経営成績

（ⅰ）自動車

当第３四半期連結累計期間における自動車事業に係る売上高は13,990億円（前年同期比+4,623億円）とな

り、営業利益は531億円（前年同期は営業損失918億円）となりました。営業増益は、卸売の増加、値引き抑制

効果や、コスト改善効果により、前年同期比で好転しました。

（ⅱ）金融

当第３四半期連結累計期間における金融事業に係る売上高は291億円（前年同期比+45億円）となり、営業利

益は38億円（前年同期は営業利益39億円）となりました。

③ 財政状態

当第３四半期連結会計期間末の総資産は１兆8,623億円（前年度末比+60億円）となりました。そのうち現金

及び預金は4,418億円（前年度末比△139億円）となりました。負債合計は１兆2,876億円（前年度末比△434億

円）となり、そのうち有利子負債残高は、5,043億円（前年度末比+210億円）となりました。純資産は5,747億

円（前年度末比+494億円）となりました。

（２）経営方針・経営戦略等及び対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等、及び当社グループ

が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

（３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費（自動車事業）は、64,186百万円であり

ます。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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当第３四半期連結累計期間
数量（台）

前第３四半期連結累計期間比（％）

国　内 306,346 131.1

海　外 449,538 156.6

合計 755,884 145.2

当第３四半期連結累計期間 前第３四半期連結累計期間比（％）

数量（台） 金額（百万円） 数量 金額

国　内 129,477 263,236 82.3 91.0

海　外 597,765 1,152,895 156.2 173.7

合計 727,242 1,416,131 134.7 148.6

（４）生産、受注及び販売の実績

①　生産実績

　当第３四半期連結累計期間における生産実績は次のとおりであります。

②　販売実績

　当第３四半期連結累計期間における販売実績は次のとおりであります。

（注）販売実績は、外部顧客の所在地別の当社及び連結子会社の完成車及びKDパックの卸売り台数を示しており

ます。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,575,000,000

計 1,575,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
(2022年２月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 1,490,282,496 1,490,282,496
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数　100株

計 1,490,282,496 1,490,282,496 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

自2021年10月１日

至2021年12月31日
－ 1,490,282,496 － 284,382 － 118,680

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直

前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿により記載しております。

2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ 単元株式数　100株
普通株式 1,292,500

（相互保有株式）

普通株式 400

完全議決権株式（その他）
普通株式

（注）１．
1,488,845,300 14,888,453 同上

単元未満株式
普通株式

（注）２．
144,296 － 同上

発行済株式総数 1,490,282,496 － －

総株主の議決権 － 14,888,453 －

①【発行済株式】

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式1,137,600株（議決権の数

11,376個）及び証券保管振替機構名義の株式5,700株（議決権の数57個）が含まれております。

なお、役員報酬BIP信託の議決権11,376個は、議決権不行使となっております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式12株及び役員報酬BIP信託が保有する当社株式50株が含ま

れております。

2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

三菱自動車工業株式会社
東京都港区芝浦三丁

目１番21号

1,292,500 － 1,292,500 0.08

（相互保有株式）

長野三菱自動車販売株式会社

長野県長野市東和田

字居村南沖865－１
400 － 400 0.00

計 － 1,292,900 － 1,292,900 0.08

②【自己株式等】

　（注）「自己保有株式」欄には、役員報酬BIP信託が所有している株式は含まれておりません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

2020年連結会計年度
(2021年３月31日)

2021年度
第３四半期連結会計期間

(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 455,716 441,848

受取手形及び売掛金 154,253 -

受取手形、売掛金及び契約資産 - 108,646

販売金融債権 247,331 219,879

商品及び製品 182,713 212,068

仕掛品 26,657 59,092

原材料及び貯蔵品 40,585 54,667

その他 118,603 123,484

貸倒引当金 △1,921 △1,745

流動資産合計 1,223,940 1,217,942

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 83,486 78,664

機械装置及び運搬具（純額） 120,136 119,440

工具、器具及び備品（純額） 57,167 63,708

土地 124,963 121,522

建設仮勘定 25,227 28,111

有形固定資産合計 410,982 411,447

無形固定資産 33,918 35,823

投資その他の資産

投資有価証券 81,895 95,361

その他 109,468 104,999

貸倒引当金 △3,925 △3,282

投資その他の資産合計 187,437 197,078

固定資産合計 632,338 644,349

資産合計 1,856,279 1,862,292

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

2020年連結会計年度
(2021年３月31日)

2021年度
第３四半期連結会計期間

(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 307,704 300,041

電子記録債務 77,222 79,578

短期借入金 16,085 50,509

コマーシャル・ペーパー 32,500 63,600

１年内返済予定の長期借入金 57,702 269,282

未払金及び未払費用 249,231 179,694

未払法人税等 6,747 9,168

製品保証引当金 48,308 47,043

燃費試験関連損失引当金 1,066 631

その他 71,378 74,238

流動負債合計 867,947 1,073,789

固定負債

長期借入金 347,978 95,030

退職給付に係る負債 28,593 30,960

その他 86,508 87,860

固定負債合計 463,080 213,851

負債合計 1,331,027 1,287,640

純資産の部

株主資本

資本金 284,382 284,382

資本剰余金 199,950 199,837

利益剰余金 95,928 140,392

自己株式 △1,659 △1,382

株主資本合計 578,602 623,229

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 511 962

繰延ヘッジ損益 △554 △45

為替換算調整勘定 △63,035 △58,297

退職給付に係る調整累計額 △7,617 △13,079

その他の包括利益累計額合計 △70,696 △70,459

新株予約権 352 194

非支配株主持分 16,993 21,687

純資産合計 525,251 574,651

負債純資産合計 1,856,279 1,862,292
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（単位：百万円）

2020年度
第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

2021年度
第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 952,783 1,416,131

売上原価 864,770 1,166,005

売上総利益 88,012 250,125

販売費及び一般管理費

広告宣伝費及び販売促進費 22,309 25,839

運賃 18,318 36,112

貸倒引当金繰入額 △178 123

役員報酬及び給料手当 50,906 49,411

退職給付費用 3,765 2,698

減価償却費 11,337 9,481

研究開発費 38,019 40,126

その他 30,216 30,388

販売費及び一般管理費合計 174,695 194,181

営業利益又は営業損失（△） △86,682 55,944

営業外収益

受取利息 1,380 1,101

持分法による投資利益 - 8,246

雇用調整助成金 5,057 421

その他 1,863 3,070

営業外収益合計 8,301 12,839

営業外費用

支払利息 4,291 3,818

為替差損 3,873 680

持分法による投資損失 1,165 -

その他 5,169 3,205

営業外費用合計 14,499 7,703

経常利益又は経常損失（△） △92,880 61,080

特別利益

固定資産売却益 854 2,753

関係会社出資金売却益 - 2,791

その他 33 702

特別利益合計 888 6,247

特別損失

固定資産除却損 1,561 1,397

減損損失 ※１ 107,534 ※１ 91

新型コロナウイルス感染症関連損失 ※２ 2,271 -

事業構造改革費用 ※１,※３ 32,100 -

その他 482 488

特別損失合計 143,949 1,977

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△235,942 65,350

法人税等 6,409 16,643

四半期純利益又は四半期純損失（△） △242,352 48,707

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
1,616 3,969

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△243,968 44,737

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

2020年度
第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

2021年度
第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △242,352 48,707

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 642 450

繰延ヘッジ損益 △133 477

為替換算調整勘定 9,738 2,059

退職給付に係る調整額 2,606 △5,467

持分法適用会社に対する持分相当額 △3,668 3,731

その他の包括利益合計 9,185 1,252

四半期包括利益 △233,166 49,959

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △235,498 44,974

非支配株主に係る四半期包括利益 2,332 4,984

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」 （企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　これにより、当社及び国内子会社における顧客との契約において、従来は車両登録の時点で収益を認識してい

た取引の一部については、販売会社において財又はサービスに対する支配が顧客へ移転した時点において収益を

認識しております。

　また、販売会社に対する販売奨励金の支払いは、取引価格の算定における変動対価として考慮されることにな

り、財又はサービスに対する支配が販売会社へ移転した会計期間において、将来に支払うと見込まれる販売奨励

金の見積り額を売上高から控除しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高が3,584百万円減少、売上原価が1,662百万円増加、販売費及び

一般管理費が5,370百万円減少、営業外収益が21百万円増加したことにより、営業利益が123百万円増加、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ144百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高が271

百万円減少しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示し

ております。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新

たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準

第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客

との契約から生じる収益を分解した情報は記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響は

ありません。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　従来、当社及び国内連結子会社では、有形固定資産の減価償却方法について、一部の有形固定資産について定

率法を採用していましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　当社グループでは、ルノーS.A及び日産自動車株式会社と戦略的アライアンスを締結し、グローバルレベルで

の生産体制の強化・最適化を図っております。また、アライアンスにおいて新技術の開発分担、車両プラットフ

ォームの共通化、購買機能や生産拠点の共用等を推し進めております。

　このような環境の中で、2020年７月の新中期経営計画の策定立案を契機として、2021年度から構造改革のため

国内工場の生産集約を実施しております。当社グループの有形固定資産の使用実態及び設備投資の内容を検討し

た結果、安定的な生産により有形固定資産の平準化された稼働が見込まれることから、耐用年数にわたり均等に

費用配分を行う定額法を採用することが期間損益計算をより適切に行う方法であると判断しました。

　さらに、減価償却方法の変更にあわせて有形固定資産の使用見込期間の再検討を行った結果、一部の機械装置

については、より実態に則した経済的使用可能予測に基づく耐用年数に変更しております。また、耐用年数経過

後の有形固定資産について除却時点の価値を検討した結果、一部の有形固定資産の残存価額を備忘価額の１円に

変更しております。

　以上の変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益がそれぞれ9,526百万円増加しております。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益または税引前当期純

損失に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益または税引前四半期純損失に

当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を

使用しております。

（追加情報）

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）

において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直し

が行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取

扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負

債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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2020年連結会計年度
（2021年３月31日）

2021年度
第３四半期連結会計期間

（2021年12月31日）

被保証者 保証金額 被保証債務
の内容

被保証者 保証金額 被保証債務
の内容

ピーティー・ミツ
ビシ・モーター
ズ・クラマ・ユ
ダ・セールス・イ
ンドネシア

4,624百万円 銀行借入金 ピーティー・ミツ
ビシ・モーター
ズ・クラマ・ユ
ダ・セールス・イ
ンドネシア

4,003百万円 銀行借入金

エムエムディー・
オートモービル・
ジーエムビーエイ
チ

2,491 関係会社の債権

流動化による譲

渡高

エムエムディー・
オートモービル・
ジーエムビーエイ
チ

－ －

従業員 178 （注） 従業員 164 （注）

計 7,295 計 4,167

2020年連結会計年度

（2021年３月31日）

2021年度

第３四半期連結会計期間

（2021年12月31日）

－百万円 911百万円

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

(１)保証先

（注）「社員財形住宅貸金」等に係る銀行借入金

(２)売掛金債権流動化に伴う遡及義務
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場　所 用　途 種　類
減損損失（注）

（百万円）

愛知県岡崎市、京都府京都

市、岡山県倉敷市等　６件
生産用資産

機械装置、建物及び構築物、

工具、器具及び備品等
107,973

岐阜県加茂郡等　３件 生産用資産
土地、機械装置、建物及び構

築物等
8,487

茨城県石岡市等　13件 販売関連資産 建物及び構築物等 325

京都府京都市等　２件 遊休資産 機械装置等 84

合　計 116,871

建物及び構築物 33,244百万円

機械装置 37,611

工具、器具及び備品 16,672

土地 3,331

その他 26,011

計 116,871

（四半期連結損益計算書関係）

※１　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

Ⅰ　2020年度第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　　至　2020年12月31日）

(１)減損損失を認識した資産グループの概要

（注）減損損失116,871百万円は、特別損失の「※１減損損失」の107,534百万円及び「※３事業構造改革費

用」の内数である減損損失9,337百万円の合計となります。

(２)資産のグルーピング方法

　生産用資産は主として事業会社単位とし、販売関連資産は主として事業拠点単位としております。

また、賃貸用資産及び遊休資産は個々の資産グループとして取扱っております。

(３)減損損失の認識に至った経緯

　幅広い分野に及ぶ構造改革計画で早期の経営立て直しを図る新中期経営計画「Small but 

Beautiful」を策定した結果、従前からの将来車両販売台数見通しが更新され、投資の一部の回収が

見込めなくなったことから、当社の生産用資産については、帳簿価額を回収可能価額まで減額しま

した。

　また、連結子会社の販売関連資産については、同計画に基づく販売体制再編による一部の店舗閉鎖

等を決定したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額しました。

　さらに、当社の生産用資産の一部及び連結子会社の生産用資産については、同計画に基づく生産体

制再編・事業縮小を決定したため、資産グループを他の生産用資産から区分し、帳簿価額を回収可能

価額まで減額しました。

　なお、当社の生産用資産の一部及び連結子会社の生産用資産に係る減損損失、連結子会社の販売関

連資産に係る減損損失は、事業構造改革費用として計上しています。

(４)回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の額としております。正味売却価額は

不動産鑑定評価基準に基づく評価額、路線価による相続税評価額等を用いて合理的に算出しており使

用価値は将来キャッシュ・フロー（割引率は主として10.9％）に基づき算定しております。

　なお、遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により算定しており、他への売却等が実質困難な遊

休資産については、正味売却価額を零として評価しております。

(５)減損損失の金額

　減損損失116,871百万円の主な内訳は次のとおりであります。

Ⅱ　2021年度第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　　至　2021年12月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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※２　新型コロナウイルス感染症関連損失

2020年度第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

当社では新型コロナウイルス感染症防止のための基幹部品製造工場所在地の政府による工場操業停止指示等に

より、操業を停止いたしました。同様にフィリピン子会社においても新型コロナウイルス感染症防止のための

政府による工場操業停止指示等により、操業を停止いたしました。それぞれの操業停止期間における固定費等

の操業費用の悪化及び直接要した追加費用等を2,271百万円計上いたしました。

※３　事業構造改革費用

2020年度第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

事業構造改革費用は、日本での販売・生産体制の再編強化に伴う販売・生産拠点での固定資産の減損損失等

12,938百万円、欧州向け新規製品投入の凍結に関わる費用等10,184百万円、当社及び海外子会社での割増退職

金の支払い8,591百万円等であります。
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2020年度
第３四半期連結累計期間
（自  2020年４月１日

至  2020年12月31日）

2021年度
第３四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

至  2021年12月31日）

減価償却費 47,942百万円 39,582百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　2021年度第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。

（株主資本等関係）

Ⅰ  2020年第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日  至　2020年12月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

　当第３四半期連結会計期間末における株主資本は、前連結会計年度末と比較して、243,485百万円減少して

おります。主な事由として243,968百万円の四半期純損失を計上したことによるものであります。

Ⅱ  2021年第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日  至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（単位：百万円）

自動車 金融 計
調整額

（注１）
合  計

（注２）

売上高

（１）外部顧客に対する売上高 931,019 21,763 952,783 － 952,783

（２）セグメント間の内部売上高 5,679 2,818 8,498 △8,498 －

計 936,699 24,582 961,281 △8,498 952,783

セグメント利益又は損失（△） △91,750 3,877 △87,872 1,189 △86,682

日本 北米 欧州 アジア オセアニア その他 合　計

売上高

外部顧客に対する売上高 289,194 111,073 123,642 231,497 116,013 81,361 952,783

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　2020年度第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　自動車事業において、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなった生産用資産などの一部の資産の帳簿

価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失及び事業構造改革費用として計上しております。

　　 なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては116,871百万円であります。

　（地域に関する補足情報）

　　１.外部顧客の所在地を基礎として区分した外部顧客に対する売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　（１）北　米・・・・・・米国、メキシコ、プエルトリコ

　　　（２）欧　州・・・・・・ロシア、ドイツ、イギリス、スペイン、イタリア

　　　（３）アジア・・・・・・タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナム

　　　（４）オセアニア・・・・オーストラリア、ニュージーランド

　　　（５）その他・・・・・・Ｕ.Ａ.Ｅ.、ブラジル
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 日本 北米 欧州 アジア オセアニア その他 計 調整額 合　計

売上高

（１）外部顧客に

　　　対する売上高
415,682 110,329 104,424 200,981 116,013 5,351 952,783 － 952,783

（２）セグメント間

　　　の内部売上高
317,364 2,896 3,164 204,801 10 － 528,236 △528,236 －

 計 733,047 113,226 107,588 405,783 116,023 5,351 1,481,020 △528,236 952,783

営業利益

又は営業損失（△）
△122,515 △3,641 4,124 23,464 4,659 226 △93,682 6,999 △86,682

　　２.当社及び連結子会社の所在地を基礎として区分した売上高及び営業利益又は営業損失

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）本邦以外の区分に属する主な国又は地域

（１）北　米・・・・・・米国、メキシコ、プエルトリコ

（２）欧　州・・・・・・オランダ、ロシア

（３）アジア・・・・・・タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナム

（４）オセアニア・・・・オーストラリア、ニュージーランド

（５）その他・・・・・・Ｕ.Ａ.Ｅ.
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（単位：百万円）

自動車 金融 計
調整額

（注１）
合  計

（注２）

売上高

（１）外部顧客に対する売上高

　　顧客との契約から生じる収益 1,388,224 14,030 1,402,255 － 1,402,255

　　その他の収益 375 13,500 13,875 － 13,875

小　計 1,388,599 27,531 1,416,131 － 1,416,131

（２）セグメント間の内部売上高 10,446 1,605 12,051 △12,051 －

計 1,399,046 29,136 1,428,182 △12,051 1,416,131

セグメント利益又は損失（△） 53,102 3,750 56,853 △909 55,944

日本 北米 欧州 アジア オセアニア その他 合　計

売上高

外部顧客に対する売上高

　顧客との契約から生じる収益 249,643 269,509 195,608 335,901 169,314 182,278 1,402,255

　その他の収益 13,592 214 － － 68 － 13,875

計 263,236 269,723 195,608 335,901 169,383 182,278 1,416,131

Ⅱ　2021年度第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と一致しております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認

識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しておりま

す。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の自動車事業の売上高は4,827百万円減

少、セグメント利益は52百万円増加し、金融事業の売上高は1,242百万円増加、セグメント利益は70百万円増

加しております。

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更に記載のとおり、

第１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子会社では、一部の有形固定資産の減価償却方法を変更して

おります。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の自動車事業のセグメント利益は9,526

百万円増加しております。

　（地域に関する補足情報）

　　１.外部顧客の所在地を基礎として区分した外部顧客に対する売上高及び収益の分解情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　（１）北　米・・・・・・米国、カナダ、プエルトリコ

　　　（２）欧　州・・・・・・ロシア、ドイツ、オランダ、フランス、スペイン

　　　（３）アジア・・・・・・インドネシア、タイ、ベトナム、フィリピン

　　　（４）オセアニア・・・・オーストラリア、ニュージーランド

　　　（５）その他・・・・・・Ｕ.Ａ.Ｅ.、チリ
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 日本 北米 欧州 アジア オセアニア その他 計 調整額 合　計

売上高

（１）外部顧客に

　　　対する売上高

　顧客との契約

　から生じる収益
511,625 266,597 158,378 288,495 169,314 7,844 1,402,255 － 1,402,255

　その他の収益 13,592 214 － － 68 － 13,875 － 13,875

小　計 525,217 266,812 158,378 288,495 169,383 7,844 1,416,131 － 1,416,131

（２）セグメント間

　　　の内部売上高
670,642 3,144 750 395,970 13 － 1,070,521 △1,070,521 －

 計 1,195,859 269,956 159,129 684,466 169,396 7,844 2,486,652 △1,070,521 1,416,131

営業利益

又は営業損失（△）
△430 22,408 7,229 22,726 12,688 532 65,154 △9,209 55,944

　２.当社及び連結子会社の所在地を基礎として区分した売上高及び営業利益又は営業損失並びに収益の分解情報

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）本邦以外の区分に属する主な国又は地域

（１）北　米・・・・・・米国、プエルトリコ、メキシコ

（２）欧　州・・・・・・オランダ、ロシア

（３）アジア・・・・・・タイ、インドネシア、ベトナム、フィリピン

（４）オセアニア・・・・オーストラリア、ニュージーランド

（５）その他・・・・・・Ｕ.Ａ.Ｅ.
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

2020年度第３四半期
連結累計期間

（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

2021年度第３四半期
連結累計期間

（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△163円92銭 30円07銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社

株主に帰属する四半期純損失金額（△）（百万円）
△243,968 44,737

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（百万円）

△243,968 44,737

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,488,318 1,487,773

(２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 30円06銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） － 636

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１. 役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失」の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第３四半期連結累計期間 38千

株、当第３四半期連結累計期間 1,140千株）。

２. 前第３四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

２０２２年２月４日

三菱自動車工業株式会社

取締役会  御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 福田　慶久

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 齋田　　毅

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 武藤　太一

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱自動車工

業株式会社の２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（２０２１年

１０月１日から２０２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（２０２１年４月１日から２０２１年１２月

３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱自動車工業株式会社及び連結子会社の２０２１年１２月３１日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

強調事項

　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更に記載されているとおり、会

社および国内連結子会社は第１四半期連結会計期間より、有形固定資産の減価償却方法を定率法から定額法へ変更すると

ともに、機械装置の耐用年数を見直している。併せて、有形固定資産の残存価額を備忘価額に変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい

る場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表執行役社長 兼 最高経営責任者　加藤隆雄及び最高財務責任者　池谷光司は、当社の2021年度第３四半期

（自2021年10月１日　至2021年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されて

いることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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